別紙様式２

介護職員処遇改善計画書(平成３１年度届出用)（記載例）
	事業所等情報
	介護保険事業所番号
(１事業所のみの場合記載すること)
※複数事業所の場合は不要
	2
	3
	7
	7
	7
	7
	7
	7
	7
	7

	事業者・開設者
	フリガナ
	シャカイフクシホウジン　アイチケン

	
	名　　称
	社会福祉法人　愛知県

	主たる事務所の

所在地
	〒460-8501
      愛知　　 都・道  名古屋市中区三の丸3-1-2
               府・県

	
	電話番号
	052-000-0000
	FAX番号
	052-000-0001

	事業所等の名称
	フリガナ
	
	提供する

サービス
	

	
	名　　称
	別紙一覧表による
	
	

	事業所の所在地
	〒

               都・道

               府・県

	
	電話番号
	
	FAX番号
	

	 ※事業所等情報については、複数の事業所ごとに一括して提出する場合は「別紙一覧表による」等と記載すること。


（１）賃金改善計画について(本計画に記載された金額については見込みの額であり、申請時以降の運営状況(利用者数等)、人員配置状況(職員数等)その他の事由により変動があり得るものである。)

	①
	算定する加算の区分
	介護職員処遇改善加算（　Ⅰ　　Ⅱ　　Ⅲ　　Ⅳ　　Ⅴ　）

	②
	介護職員処遇改善加算算定対象月
	平成３１年４月～平成３２年３月
※年度単位で届け出るため、開始月に関わらず終了月は必ず３月になる。
※制度改正時を除き、開始月は加算を届け出た月の２ヶ月後以降となる。

	③
	平成３１年度介護職員処遇改善加算の見込額
※[介護報酬総単位数×サービス別加算率×１単位の単価]の合計
	4＊＊＊＊＊＊　円

	④
	賃金改善の見込額(ⅰ－ⅱ)
	6＊＊＊＊＊＊　円

	
	ⅰ）
	加算の算定により賃金改善を行った場合の賃金の総額（見込額）
※今年度の賃金の総額の見込額を記載します。
	45＊＊＊＊＊＊　円

	
	ⅱ）
	初めて加算を取得する（した）月の前年度の賃金の総額（見込額）
※例えば平成24年度から加算を取得している場合は、平成23年度の賃金の総額(交付金による賃金改善額を除く)を記載
（ただし今年度の職員数と合わせて算出するため、比較時点の職員数が50人で現在は100人いる場合、比較時点に100人いたと仮定して金額を記載すること）
※新規指定と併せて加算を取得する事業者は、加算をとらない場合の賃金水準を明確化した上で、加算を算定しなかった場合の総額を記載すること。
	39＊＊＊＊＊＊　円

	加算（Ⅰ）の上乗せ相当分を用いて計算する場合（旧加算(Ⅰ)を算定していた場合、③④の代わりに⑤⑥を使用することも可能）
※⑤⑥を記載した場合は③④の記載は不要

	⑤
	平成３１年度介護職員処遇改善加算の見込額（加算(Ⅰ)と加算(Ⅱ)の比較）
※[介護報酬総単位数×(加算(Ⅰ)－加算(Ⅱ)のサービス別加算率)×1単位の単価]の合計
	3＊＊＊＊＊＊　円

	⑥
	賃金改善の見込額(ⅲ－ⅳ)
	4＊＊＊＊＊＊　円

	
	ⅲ）
	加算(Ⅰ)の算定により賃金改善を行った場合の賃金の総額（見込額）
※額は④ⅰ）と同額になります。
	45＊＊＊＊＊＊　円

	
	ⅳ）
	初めて加算(Ⅰ)を取得する月の前年度(旧加算Ⅰ)の賃金の総額
※元々旧加算Ⅰをとっていた事業者が平成29年度に初めて新しい加算Ⅰをとる場合、平成28年度の賃金の総額（旧加算Ⅰによる賃金改善額を含む）を記載。
（ただし今年度の職員数と合わせて算出するため、比較時点の職員数が90人で現在は100人いる場合、比較時点に100人いたと仮定して金額を記載すること）
	41＊＊＊＊＊＊　円

	※　③の計算方法については[介護報酬総単位数×サービス別加算率×１単位の単価]、⑤の計算方法については[介護報酬総単位数×(加算(Ⅰ)－加算(Ⅱ)のサービス別加算率)×1単位の単価]となり、それぞれ事業所ごとに計算した金額を合算して記入すること。また、④は③を、⑥は⑤を必ず上回るように金額を記入すること。※上回らない場合又は計算誤りの場合は再提出を求めます。
※　④ⅱ)及び⑥ⅳ)については賃金改善実施期間の職員数と合わせて算出すること。比較時点から賃金改善実施期間の始点までに職員が増えた場合、当該職員と同等の勤続年数の職員が比較時点にもいたと仮定して賃金の総額に上乗せする必要があること。
※　④及び⑥については、法定福利費等の賃金改善に伴う事業主負担の増加分も含むことができる。

※　複数の事業所を一括して作成して提出する場合は添付書類１及び添付書類２、添付書類３を必要に応じて添付すること。

	賃金改善の方法について

	⑦
	賃金改善実施期間
	平成３１年５月　～　平成３２年４月
※賃金改善実施期間とは、実際に改善した賃金を支払う期間を指します。
※原則各年４月～翌年３月ですが、前年度の賃金改善実施期間と期間が重複する場合は再提出を求めるため、事前に前年度の計画書を確認してください。

※賞与等による賃金改善の場合も、必ず②で記載した月数分の期間を記載すること。（②が１２ヶ月分であれば年に１度の賞与でも⑦に１２ヶ月分を記載）

	
	※原則各年４月～翌年３月まで、連続する期間を記入すること。なお、当該期間の月数は加算の対象月数を超えてならない。


	⑧
	賃金改善を行う賃金項目
(増額又は新設する(した)項目に○をつけること)※就業規則等上の賃金であること。
	基本給、［処遇改善］手当、［　　　］手当、［　　　］手当、賞与(一時金)
その他(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
※基本給又は毎月支給される手当が望ましい

	⑨
	賃金改善を行う方法（⑧で記入した各項目の1人あたりの賃金改善額、賃金改善実施時期、対象職員等具体的に記載すること）

	
	基本給の記載例：

・全職員基本給１人あたり月＊万＊千円ベースアップ
・全常勤職員基本給１人あたり月平均＊万＊円昇給
・定期昇給により、平成＊＊年度と比較して評価に応じて全常勤職員１人あたり月＊万＊千円～＊万＊円昇給（非常勤職員は勤務時間数又は資格に応じて時給＊＊円～＊＊円昇給）

	
	手当の記載例：手当は介護職員の働きに応じた手当であること。
・介護職員処遇改善加算手当を新設（全常勤職員に対し１人あたり月＊万＊千円支給、月の勤務時間数が＊時間を超える非常勤職員に対し１人あたり時＊円支給）

・資格手当を増額（全職員に対し、介護福祉士＋介護支援専門員等の資格月＊万＊千円新設、介護福祉士月＊万＊千円増額、実務者研修修了者月＊万＊千円増額し毎月支給。従来は介護福祉士のみ月＊万＊千円支給していた。）
・役職手当を新設（介護主任月＊万＊千円、サブリーダー月＊万＊千円、介護職員見習い月＊千円毎月支給）
・勤続手当を新設（勤続年数＊年以上の常勤職員に月＊万円、＊～＊年の職員に月＊万＊千円、～＊年の職員に＊千円毎月支給）
・夜勤手当を増額（全職員に対し１回あたり＊千円追加支給　※法定増加額（25％）を除いて更に支給する場合のみ賃金改善額に含めることが可能）
・その他　職能手当、職務手当、介護業務手当等
※比較時点ですでに存在していた手当は増額分のみ記載してください。

※複数の手当を組み合わせることもできますが、退職手当、残業手当、賃金でないものは計画書の賃金改善額に含めることはできません。

	
	賞与(一時金) の記載例：
・平成＊年＊月に在籍していた職員に対して、＊月に全職員１人あたり＊万＊円支給（非常勤職員は勤務時間数に応じて＊万～＊円支給）
・前年度の勤務内容を評価して前年度から在籍している職員に対し、平成＊年＊月と平成＊年＊月の２回に分けて職員１人あたり平均＊万＊円支給。
・毎年3月にボーナス（全常勤職員１人あたり平均＊万円）を支給していたのを、平成＊年から8月と12月と3月にそれぞれ全常勤職員1人あたり平均＊万円支給し、非常勤職員にも勤務時間数に応じて同時期に＊万～＊万円支給する。
※賞与（一時金等）は支給月を記載すること。
※比較時点ですでに存在していた賞与（一時金）は増額分のみ記載してください。

	
	※賃金でないものは賃金改善額に含めることはできません。

	⑩
	他制度による賃金改善の有無
	無し ・ 有り [福祉･介護職員処遇改善加算(障害)、その他（　　　　　　　　　　　　）」

	
	※他制度による加算金等を用いた賃金改善は、介護職員処遇改善加算の賃金改善額には含めません。

※福祉･介護職員処遇改善加算とは、障害福祉サービスにおける介護職員処遇改善加算です。福祉･介護職員処遇改善加算等を届け出ている事業者であっても、事業者の介護保険サービスと障害福祉サービスにおいて重複する職員がいない場合は「無し」に○を付けてください。


(２)　キャリアパス要件について
	次の内容についてあてはまるものに必ず○をつけること。

	要件
Ⅰ
	　次の①から③までのすべての要件を満たす。※①②が確認できる書類を添付すること。
　①　職員の職位、職責又は職務内容等に応じた任用等の要件を定めている。
　　※介護主任やフロアリーダー、班長、上級ヘルパー等といった介護職員の職位を定め、その職位に対し「困難事例に対応」「新任職員を指導」といった職責又は職務内容を設定し、どうすればその職位になれるのか条件（勤務時間、勤務年数、資格、能力評価、昇格試験等）を定めているかどうか。
　②　職位、職責又は職務内容等に応じた賃金体系について定めている。
　　※①で定めた職位等に応じて賃金（基本給、手当等）が変動するかどうか。
　③　就業規則等の明確な根拠規定を書面で整備し、すべての介護職員に周知している。
	該当　・　非該当

	
	※　非該当の場合、①から③までの要件をすべて満たすことのできない理由
	例：小規模事業所のため、従業員が少ないため、業務上職位を設定するのが困難なため

	要件
Ⅱ
	　次の④及び⑤の要件を満たす。
	該当　・　非該当

	
	④　介護職員との意見交換を踏まえた資質向上のための目標
	アの場合「介護職員の技術・能力（介護技術、コミュニケーション能力、協調性、マネジ
メント能力）の向上」等職員の資質向上を図るものを記載
イの場合「事業所全体での資格（介護福祉士、実務者研修等）の取得率の向上」等職員の資格取得（介護職員）を図るものを記載

	
	⑤　④の実現のための具体的な取り組みの内容
（いずれかに○をつけること）
	ア


	資質向上のための計画に沿って、研修機会の提供又は技術指導等を実施するとともに、介護職員の能力評価を行う。※当該支援の内容について下記に記載すること
(腰痛防止を中心に外部講師による講義及びベテラン職員による実習を計年10回行い、２月に個人面談の上法人独自の評価項目に則って職員を評価する。)
※アに該当する場合は能力評価を行う必要があります。

	
	
	イ


	資格取得のための支援の実施　※当該支援の内容について下記に記載すること
(「介護福祉士の受験手数料を事業者負担とし、介護職員初任者研修及び介護福祉士実務者研修の研修料を事業者負担とする」「試験前に資格取得のための研修を事業所主催で実施し、試験及び研修にあわせてシフトや有給休暇を調整する」等)


	要件
Ⅲ
	　次の⑥及び⑦の要件を満たす。
⑥　介護職員について、経験若しくは資格等に応じて昇級する仕組み又は一定の基準に基づき定期に昇給する仕組みを設けている。※非常勤職員等も対象となり得るものであること
	該当　・　非該当

	
	⑦　⑥に該当する具体的な仕組みの内容

（該当するもの全てに○をつけること）
	ア
	経験（勤続年数や経験年数）に応じて昇給する仕組み

	
	
	イ
	資格等（介護福祉士や実務者研修修了者等）に応じて昇給する仕組み

※介護福祉士資格を有して就業する者についても更に昇給が図られる仕組みであること

※資格による昇給が介護福祉士で頭打ちにならないよう、例えば介護福祉士が他の資格を得ることでさらに昇給が図られるようにすること

	
	
	ウ
	一定の基準に基づき定期に昇給する仕組み

※「実技試験」や「人事評価」などの結果に基づき昇給する仕組みであること

ただし、客観的な評価基準や昇給条件が明文化されていること


（注）要件Ⅱに該当する場合は必ず④を記入し、⑤のア又はイに関する具体的な計画を添付すること。
（注）就業規則等(給与規程、要件Ⅰ又はⅢに該当する場合は要件に該当することが客観的に確認できる書類を含む)を添付すること。
 (３)　職場環境等要件について　　（※）太枠内に記載すること。

	　加算（Ⅰ）（Ⅱ）については平成２７年４月以降に届出月の前月までに実施した事項について、加算（Ⅲ・Ⅳ）については平成２０年１０月からに届出月の前月までに実施した事項について１つ以上○をつけること（ただし、記載するにあたっては、選択したキャリアパスに関する要件で求められている事項と明らかに重複する事項を記載しないこと。）
※○をつけるのはすでに実施したものに限られます。新規事業者の方は注意してください。

	資質の向上
	・ 働きながら介護福祉士取得を目指す者に対する者への実務者研修受講支援や、より専門性の高い介護技術を取得

しようとする者に対する喀痰吸引、認知症ケア、サービス提供責任者研修、中堅職員に対するマネジメント研修の

受講支援（研修受講時の他の介護職員の負担を軽減するための代替職員確保を含む）

・ 研修の受講やキャリア段位制度と人事考課との連動

・ 小規模事業者の共同による採用・人事ローテーション・研修のための制度構築

・ キャリアパス要件に該当する事項（キャリアパス要件を満たしていない介護事業者に限る）

・ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	労働環境・

処遇の改善
	・ 新人介護職員の早期離職防止のためのエルダー・メンター（新人指導担当者）制度等導入

・ 雇用管理改善のため管理者の労働・安全衛生法規、休暇・休職制度に係る研修受講等による雇用管理改善対策の

充実

・ ＩＣＴ活用（ケア内容や申し送り事項の共有（事業所内に加えタブレット端末を活用し訪問先でアクセスを可能

にすること等を含む）による介護職員の事務負担軽減、個々の利用者へのサービス履歴・訪問介護員の出勤情報管

理によるサービス提供責任者のシフト管理に係る事務負担軽減、利用者情報蓄積による利用者個々の特性に応じた

サービス提供等）による業務省力化

・ 介護職員の腰痛対策を含む負担軽減のための介護ロボットやリフト等の介護機器等導入

・ 子育てとの両立を目指す者のための育児休業制度等の充実、事業所内保育施設の整備

・ ミーティング等による職場内コミュニケーションの円滑化による個々の介護職員の気づきを踏まえた勤務環境や

ケア内容の改善

・ 事故・トラブルへの対応マニュアル等の作成による責任の所在の明確化

・ 健康診断・こころの健康等の健康管理面の強化、職員休憩室・分煙スペース等の整備

・ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	その他
	・ 介護サービス情報公表制度の活用による経営・人材育成理念の見える化

・ 中途採用者（他産業とからの転職者、主婦層、中高年齢者等）に特化した人事制度の確立（勤務シフトの配慮、

短時間正規職員制度の導入等）)

・ 障害を有する者でも働きやすい職場環境構築や勤務シフト配慮

・ 地域の児童・生徒や住民との交流による地域包括ケアの一員としてのモチベーション向上

・ 非正規職員から正規職員への転換

・ 職員の増員による業務負担の軽減

・ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	費用の概算額(この額は賃金改善額に含まれません)

※委託費や物品購入費、施設整備費、広告費等の経費を記入。費用がかからなかった場合は0円と記入すること。
	250,000　円　


	上記を全ての介護職員に周知する方法

（１つ以上○をつけること）
	計画書等の交付・全事業所に掲示・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

※常勤非常勤、支給しない職員に関わらず、賃金改善の内容及びキャリアパス等の内容は雇用する全ての介護職員に対して計画書を用いて周知しなければなりません。
※周知漏れは加算の要件を満たしていないことになります。毎年度計画書の内容について介護職員に周知を行い、新規に介護職員を採用した際は個別に周知を図るようお願いいたします。
※「全事業所に掲示」とは、職員が利用する事務室等に掲示することを想定しています。


上記について虚偽の記載や、介護職員処遇改善加算の請求に関して不正を行った場合には、支払われた介護給付費の返還を求められることや介護事業者の指定が取り消される場合があるので留意すること。また、当該加算による賃金改善対象者は、辞令及び勤務表等を前提として実際に介護職員として勤務する者に限られる。

※介護職員でない者に対して加算金による賃金改善を行った場合、介護給付費の返還等を求められることがあります。（加算金を用いず、介護職員処遇改善加算の賃金改善額に含めなければ介護職員以外の方の賃金改善を行うことは可能です）
	本計画書については、雇用するすべての介護職員に対し周知をしたうえで、提出していることを証明いたします。

平成３１年２月１日　　　　(法 人 名)社会福祉法人　愛知県
(代表者名)愛知　太郎               



1事業所で届け出る場合は「別紙一覧表による」の代わりに、事業所の名称等を記載すること。なお、介護予防サービスや総合事業サービスは別事業所として数えるため注意してください。





③④⑤⑥については事業所ごとの額も事業所一覧表に記載する必要があることから、先に事業所一覧表を作成しておくことを推奨します。








